
・ 庁舎の耐震化が未実施の市町村においては、発災時に業務継続に支障が生じるおそれがあることから、これらの
庁舎の建替えを緊急に実施するため、平成29年度に創設（事業期間は、令和２年度まで）。

・ 経過措置として、令和２年度までに実施設計に着手した事業については、令和３年度以降も現行と同様の地方
財政措置を講じる。

⑥ 市町村役場機能緊急保全事業

対象事業

留意事項

○ 昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替え事業

※ 公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づく事業であって、建替え後の庁舎を業務継続計画に位置付ける必要

【事業イメージ】

※ 起債対象経費 ＝ 庁舎建替え事業費 ×（建設前延床面積 又は 標準面積のいずれか大きい方）／ 新庁舎の面積

庁舎建替え事業費

起債対象経費（※）

市町村役場機能緊急保全事業
（充当率：90％）

交付税措置対象分
（起債対象経費の75％）

交付税措置対象分
の30％を地方交付
税措置
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